
平成２９年３月２８日（火曜日）林野庁入札室

前　原　一　彦（公認会計士） 石　井　麦　生（弁護士）

近　田　直　裕（公認会計士、税理士）

平成２８年１０月１日～平成２８年１２月３１日

１８件　 １者応札案件　　８件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

　４件　 １者応札案件　　２件

（抽出率　２２％） （抽出率 ５０％）

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

（抽出率 - ％）

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 - 件

　３件　 １者応札案件　　２件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

　１件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

（詳細に記述すること。） （詳細に記述すること。）

事務局：林野庁林政部林政課会計経理第１班

［これらに対し部局長が講じた措置］

(注)公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条第１項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含
む。）をいう。

回答等

（別紙のとおり）

委員会による意見の具申又は勧告の内容
該当なし

（特記事項）

委員からの意見・質問、それに対する回答等

意見・質問

・抽出の４件については、落札率が低い契約、１者応札で落札率の高かった契約等を抽出した。

（別紙のとおり）
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抽出案件

平成２８年度第４回林野庁入札等監視委員会　審議概要

開催日及び場所

委員

審議対象期間

審議対象案件
うち、

うち、



意見・質問 回 答

委員からの意見 抽出契約について

・質問、それに対 〔抽出番号１：平成28年避難指示解除

する回答等 準備区域等の林業再生に向けた実証事

業（楢葉町 〕）

・落札率が高くなった要因と応募者が ・落札率が高くなった要因は、当該

１者になったことに対してどう考えて 事業の予算額が公表されているとと

いるのかご意見を頂きたい。 もに、事業を順次発注する中で契約

金額の公表しているためその差額か

ら、およその予定価格が解るのでは

ないかと思っています。また、応札

者が１者となったことは、放射性物

質対策と森林整備を一手に行える者

が元々多くない中、避難指示解除が

進むにつれ自治体等の発注する事業

が増えており、現場作業員の確保が

難しかったのではないかと思ってい

ます。なお、事業内容の単純化や、

出来るだけ分かり易い仕様書を作る

等対策を行っていますが、結果とし

て、１者応札になってしまっている

状況です。

・一般社団法人日本森林技術協会を代 ・日本森林技術協会は森林の調査を

表とするＪＶが受注していますが、Ｊ 専門とする者で、日本環境調査研究

Ｖの相手先の日本環境調査研究所が単 所は放射性物質の解析等を専門とす

独で受注は出来ないのでしょうか。 る者なので、どちらも単独では難し

いのではないかと思います。

・この事業を総合評価落札方式にした ・森林内における放射性物質対策に

のは何か理由はあるのでしょうか。 ついて、平成26年から実施してきて

いますが、森林内の放射性物質の挙

動等については解明されていない点

が多く 、常に発信される新しい知、

見等を踏まえて事業を進める必要が

あるため、総合評価落札方式にして

います。

・双葉地方森林組合に再委託をしてい ・人工林の間伐や作業道の作設など

ますが、何をしているのでしょうか。 の森林整備です。



〔抽出番号２：平成28年度きのこ類の

種菌の有害菌等調査関連業務〕

・この事業の目的は何なのでしょう ・ トリコデルマ」という有害菌が「

か。 発生しますと椎茸の菌床から椎茸が

発生しなくなりますので、それを出

来るだけ防ぎ、適切な生産・流通を

図る為に実施しています。有害菌が

確認されれば、出荷時の改善につい

て指導を行っています。

・落札率が低いのですが要因は何だと ・予定価格は実際に検査して貰うた

考えているのでしょうか。 めの人件費、物品、無菌ルームの賃

借料等を積み上げ方式で積算してお

り、実際の落札した積算は把握して

おりませんが、想像するに無菌ルー

ム等の施設の使用料等を積算してい

ないのではないかと思っています。

〔抽出番号３：平成28年度流域山地災

害等対策調査業務（地震による亀裂等

監視・分析調査 〕）

・この入札は一旦、保留しているよう ・予定価格の他に調査基準価格を設

ですが、何故なのでしょうか。 定し、その金額を下回った入札の場

合、事業が適正に履行でき得るかに

ついて調査することとしており、こ

の入札では最低価格で入札した者の

入札価格が調査基準価格を下回った

ため、落札宣言を保留し、調査した

、 。後に落札決定 契約となっています

・この業務は、具体的に伸縮計及び雨 ・地震によって生じた無数の亀裂を

量計を設置して、土塊の移動量と降水 対象として行う調査業務であり、一

量の相関関係を記録するとなってお 定の技術が必要です。

、 、り 難しくない業務と感じるのですが

３者しか入札者がないのは難しい技術

が必要なのでしょうか。

・契約期間が平成29年３月25日までと ・経過観察が必要な業務なので、次

なっていますが、継続して調査をしな 年度以降も同様の契約を行います。

ければならないのではないでしょう

か。



・材料費が計上されていますが、何な ・伸縮計及び雨量計、それらの設置

のでしょうか。 に必要な木杭、塩化ビニル管等の費

用です。

〔抽出番号４：平成28年度「クリーン

ウッド」利用推進事業のうち「クリー

ンウッド法」体制整備等事業〕

・応募している３者のうち、株式会社 ・事業への参加資格において、特に

東京リーガルマインドは司法試験の学 業界に関する制限を設けてはいませ

校だと思うのですが、何故応募してい ん。

るのでしょうか。

・クリーンウッド法というのは、違法 ・木材生産国の制度において合法的

伐採を止めさせるための法整備でしょ に伐採された木材の利用を促進し、

うか。 最終的には違法伐採された木材の利

用を止めていくよう努めていくもの

です。

・この事業は合法木材を使用するため ・合法木材を利用するために法律の

の登録業者をまとめるためのものでし 中で木材関連事業者の登録制度が新

ょうか。 たに設けられており、国が登録を行

う登録実施機関を作るための準備の

ための事業です。登録実施機関は法

律の中で、ＩＳＯその他の登録実施

業務を適正に実施することができる

者と決められており、具体的にどの

ようなものであるのかをこの事業の

中で検討して頂きます。

・この事業を受注するとこの登録業務 ・登録実施機関を登録するのは国に

を継続的に受注することになるのでし なりますので、国が登録するための

ょうか。 基準等を作っていただいているとい

うことですので、受注者が登録業務

をを実際に行うことはないと考えて

います。

・収支予算の内容を説明して頂きた ・再委託は、広報事業を行います。

い。 役務費については、広報事業の中で

再委託で行うものと、事業者が自ら

行うものがあり 事業者が自ら行う、

ものの経費が計上されています。ま

、 、た 使用料及び賃借料についいては

広報事業の中でいわゆるイベントで



の出店をする際の会場使用料等が計

上されています。

・この事業は３者からの提案ですが、 ・東京リーガルマインドはインター

全国木材組合連合会に決めた理由を教 ネットを使用した会議等の方法論が

えて下さい。 主であり、自然産業研究所は違法伐

採の経緯や違法伐採に対する課題の

話ばかりでした。全国木材組合連合

会はこの事業における具体的な法律

等の知見を有していると判断したこ

とから選定しました。

その他

・委員会としての意見はなし。


